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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第57期
第１四半期
連結累計期間

第58期
第１四半期
連結累計期間

第57期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 2,265,777 2,186,154 12,692,142

経常利益又は経常損失(△) (千円) △160,724 △143,318 111,931

四半期純損失(△)又は当期純利益 (千円) △99,428 △95,180 51,964

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △100,969 △105,767 56,288

純資産額 (千円) 5,572,240 5,594,415 5,729,432

総資産額 (千円) 15,506,751 14,874,269 16,250,996

１株当たり四半期純損失金額(△)
又は１株当たり当期純利益金額

(円) △6.82 △6.52 3.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 35.9 37.6 35.3

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災後の復興需要などにより緩やかに回

復しつつある一方、電力供給問題や円高および原油価格高騰への懸念などを背景に、先行きは不透明な状

況で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループ（当社および子会社）は、役所・コンサルへの提案・入設営業に

注力しながら採算重視の営業展開を継続的に進めるとともに、全社的な経費削減に取組み、原価の低減や

販売費及び一般管理費の削減を図ってまいりました。

当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は21億86百万円（前年同期比3.5％減）、営業損失は１億

60百万円（同19百万円の改善）、経常損失は１億43百万円（同17百万円の改善）、四半期純損失は95百万

円（同４百万円の改善）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
　

（都市環境事業）

主要な売上を占める舗装材は、社会ニーズに対応したバリアフリータイプ、環境負荷の軽減に繋がる

保水・透水タイプの製品群が堅調に推移し、昨年上市した遮熱性の舗装ブロックも好調であったこと

から、当セグメントの売上高は７億49百万円（前年同期比11.2％増）、当セグメント損失は71百万円

（同45百万円の改善）となりました。
　

（エクステリア事業）

主力製品である立水栓の品揃えを図り拡販に注力した結果、当セグメントの売上高は３億29百万円

（前年同期比4.2％増）、当セグメント損失は２百万円（同２百万円の改善）となりました。
　

（土木事業）

国や地方の公共投資における予算執行の遅延により、ボックスカルバートなどの大型製品が減収と

なったことなどから、当セグメントの売上高は11億7百万円（前年同期比13.2％減）、当セグメント損

失は85百万円（同28百万円の悪化）となりました。

　
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。　

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は24百万円であります。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,321,00015,321,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 15,321,00015,321,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ─ 15,321,000 ─ 2,019,800 ─ 505,000

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(注)２

普通株式
733,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,490,000
14,490 ―

単元未満株式
普通株式

98,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,321,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,490 ―

(注) １　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

２  「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

　

② 【自己株式等】

平成24年６月30日現在

所有者の氏名
  又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
  　日本興業株式会社

香川県さぬき市志度
4614番地13

734,000 ― 734,000 4.79

計 ― 734,000 ― 734,000 4.79

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 885,403 912,398

受取手形及び売掛金 5,706,920 4,133,964

商品及び製品 1,240,624 1,336,833

仕掛品 94,217 97,607

未成工事支出金 25,680 47,221

原材料及び貯蔵品 198,370 207,736

繰延税金資産 10,408 64,466

その他 48,173 54,431

貸倒引当金 △22,449 △16,960

流動資産合計 8,187,348 6,837,698

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,526,328 1,502,266

土地 4,927,968 4,927,968

その他（純額） 864,833 869,559

有形固定資産合計 7,319,130 7,299,795

無形固定資産 184,108 184,650

投資その他の資産

投資有価証券 314,415 298,111

繰延税金資産 133,986 142,092

その他 151,726 151,480

貸倒引当金 △39,718 △39,559

投資その他の資産合計 560,409 552,125

固定資産合計 8,063,648 8,036,570

資産合計 16,250,996 14,874,269

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,249,765 2,397,792

短期借入金 6,100,000 5,800,000

未払法人税等 39,251 12,263

未払消費税等 48,611 11,958

未払費用 123,306 146,627

賞与引当金 18,310 26,271

その他 371,464 315,969

流動負債合計 9,950,711 8,710,882

固定負債

長期借入金 100,000 100,000

退職給付引当金 227,788 231,872

その他 243,063 237,099

固定負債合計 570,852 568,971

負債合計 10,521,564 9,279,854
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,019,800 2,019,800

資本剰余金 2,016,586 2,016,586

利益剰余金 1,747,145 1,622,789

自己株式 △73,710 △73,785

株主資本合計 5,709,821 5,585,390

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 19,611 9,024

その他の包括利益累計額合計 19,611 9,024

純資産合計 5,729,432 5,594,415

負債純資産合計 16,250,996 14,874,269
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 ※1
 2,265,777

※1
 2,186,154

売上原価 ※2
 1,928,055

※2
 1,872,105

売上総利益 337,722 314,048

販売費及び一般管理費 517,512 474,280

営業損失（△） △179,790 △160,232

営業外収益

受取利息 26 14

受取配当金 5,221 4,977

受取賃貸料 4,501 4,975

工業所有権実施許諾料 9,246 11,544

雑収入 17,896 11,344

営業外収益合計 36,893 32,857

営業外費用

支払利息 13,434 11,830

賃貸費用 2,385 2,266

雑損失 2,007 1,846

営業外費用合計 17,827 15,944

経常損失（△） △160,724 △143,318

税金等調整前四半期純損失（△） △160,724 △143,318

法人税、住民税及び事業税 5,549 8,308

法人税等調整額 △66,845 △56,446

法人税等合計 △61,296 △48,137

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △99,428 △95,180

四半期純損失（△） △99,428 △95,180
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △99,428 △95,180

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,541 △10,586

その他の包括利益合計 △1,541 △10,586

四半期包括利益 △100,969 △105,767

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △100,969 △105,767

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形割引高

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形割引高 7,709千円 13,903千円

　
　２　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理

　　　四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

当第１四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであります。　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 218,805千円 326,365千円

支払手形 395,865 575,280

その他(設備関係支払手形) 7,045 5,223

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

※１　売上の季節的変動について

当社グループでは、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期

間の売上高と比べ著しく高くなっており、第１四半期から第３四半期までの各四半期連結会計期間と

第４四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

※２　当社グループ製・商品は重量物であり、運賃コストの占める割合が大きく、かつ契約は得意先現地渡が

大部分であるため、運賃は売上原価に計上しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
  至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
  至　平成24年６月30日)

減価償却費 85,380千円 85,328千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月２日
取締役会

普通株式 58,354 4.00平成23年３月31日 平成23年６月９日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年４月27日
取締役会

普通株式 29,175 2.00平成24年３月31日 平成24年６月11日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)

都市環境
事業

エクステリア
事業

土木事業 合計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 673,741316,3151,275,7212,265,777 ─ 2,265,777

セグメント間の
内部売上高又は振替高

2,750 ─ ─ 2,750 △2,750 ─

計 676,492316,3151,275,7212,268,528△2,7502,265,777

セグメント損失(△) △117,101△5,033△57,655△179,790 ─ △179,790

(注)　セグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

都市環境
事業

エクステリア
事業

土木事業 合計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 749,144329,6481,107,3602,186,154 ─ 2,186,154

セグメント間の
内部売上高又は振替高

1,097 ─ ─ 1,097 △1,097 ─

計 750,242329,6481,107,3602,187,252△1,0972,186,154

セグメント損失(△) △71,887△2,632△85,812△160,332 100 △160,232

(注) １　セグメント損失(△)の調整額100千円は、セグメント間取引消去額であります。

２　セグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額(△)及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) 　 △６円82銭 △６円52銭

 (算定上の基礎) 　 　 　

    四半期純損失金額(△) (千円) △99,428 △95,180

    普通株主に帰属しない金額 (千円) ─ ─

    普通株式に係る四半期純損失金額(△) (千円) △99,428 △95,180

    普通株式の期中平均株式数 (株) 14,588,612 14,587,457

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成24年４月27日開催の取締役会において、平成24年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対

し、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 29,175千円

②　１株当たりの金額 ２円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成24年６月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月３日

日本興業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    髙    倉    　    康    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    久    保    誉    一    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
興業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本興業株式会社及び連結子会社の平成24年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

日本興業株式会社(E01200)

四半期報告書

16/16


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	会計方針の変更等
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

